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社会資本総合整備計画　　　事後評価書 平成２８年３月

1 総合的な治水対策の推進（復興基本方針関連（全国防災））

平成23年度　～　平成27年度　（5年間）

（H23当初） （H24末） （H27末）
河川整備率
　＝　（概ね10年間に１回の確率で発生する降雨を対象とした改修済み延長）　÷　（河川整備が必要される区間延長）

事　後　評　価　（中　間　評　価）

○事後評価（中間評価）の実施体制、実施時期

　平成28年3月

富山県土木部河川課

　富山県ホームページ

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する

　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値

Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

56.0%

事後評価（中間評価）の実施時期

最終目標値

0.0%

公表の方法

事後評価（中間評価）の実施体制

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

Ａ Ｂ Ｃ全体事業費 58百万円

指標（河川整備
率）

56.0%

56.1%

百万円58百万円

　富山県交付対象

備考
中間目標値

定量的指標の現況値及び目標値

計画の名称

計画の期間
計画の目標

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

・過去に大きな浸水被害が発生した河川や集中豪雨により浸水被害が多発する市街地等の河川において、流域が一体となった総合的な治水対策を実施するとともに、東日本大震災を教訓として、緊急に実施する必
要性が高く、即効性のある防災・減災等の対策を実施することにより、県民の安全で安心な暮らしを守る。

・概ね10年に1回程度発生すると予想される規模の降雨を安全に流下させるため、治水対策を実施するとともに、東日本大震災を踏まえて、地震等に対する被害の防止・軽減を図るため、河川堤防等の補強対策（耐
震対策等）を実施し、河川整備率を54.9%（H23当初）から56.0%に向上

54.9%

補正予算の活用により、河川の整備を進めたため。

・広域河川改修事業等を実施した結果、河川整備が必要とされる区間の改修が進み、河川整備率が向上した。

百万円

当初現況値

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

効果促進事業費の割合



（参考図面）

計画の名称 総合的な治水対策の推進（復興基本方針関連（全国防災））

計画の期間 平成23年度　～　平成27年度　（5年間） 富山県交付対象

白岩川水系白岩川

片貝川水系片貝川

上市川水系上市川

小矢部川水系子撫川

小矢部川水系千保川

仏生寺川水系仏生寺川

泉川水系泉川

下条川水系下条川

新堀川水系新堀川

＜凡例＞
社会資本整備総合交付金
○ 河川事業
○ 海岸事業
○ ダム事業

上庄川水系上庄川


